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 特定非営利活動法人ヒューマンライツ・ナウ 
 
１	
 事業成果 
 2010年度は、調査活動としては、ビルマをはじめとするアジア地域、パレスチナ等の紛争地の人権状況調
査等、女性と子どもの人権に関する事実調査とそのフォローアップ、カンボジアにおけるクメールルージュ

法廷に関するモニタリング・提言を行った。また、国内の人権政策の転換に関する政策提言とロビー活動を

展開し、人権を主流化する外交政策およびを引き続き行った。ビルマの未来の法律家に向けた人権教育活動

をいっそう充実させた。講演会、書籍普及、ウェブサイト等を通じて、国内外の人権問題に関する情報発信

を行うとともに、国際人権基準に関する情報提供を行った。 
 
２	
 事業の実施に関する事項 

(1)特定非営利活動に係る事業 
事業名 事業内容 実施 

日時 
実施 
場所 

従 事 者

の 
人数 

受益対象者

の範囲及び

人数 

支出額 
（円） 
 

国際支援

事業 
＜人道法プロジェクト＞ 
カンボジアにおけるクメールルー

ジュ法廷において、国際基準に従

った手続き補償がなされているか

及び、被害者の参加の状況につい

て監視をするとともに、被害者に

対する補償措置のあり方に関し

て、提言をした。 

通年 カ ン ボ

ジア等 
７名 カンボジア

等国民一般 
20,064 

国際支援

事業 
＜女性子どもの人権プロジェクト

＞ 
女性に対する暴力・子どもの人身

売買や児童労働の問題について調

査と政策提言を行った。女性に対

する暴力に関するカンボジア調査

のフォローアップを行った。また、

インドの児童労働について、現地

調査・報告会開催などの活動を展

開した。また、国連の女性に対す

る暴力に関するハンドブックの翻

訳を行っている。 
 

通年 インド、

カ ン ボ

ジア等 

40名 不特定多数 2,062,896 



国際支援

事業 
＜人権侵害事実調査・公表プロジ

ェクト＞ 
ビルマを中心に、アジア地域にお

ける人権活動家に対する攻撃等に

ついて情報収集と、政府機関等へ

ロビー活動等を行った。ビルマに

関しては、ビルマの女性団体と共

同で「ビルマ女性国際法廷」を開

催し、ビルマにおける女性に対す

る人権侵害への意識喚起を高める

活動を展開した。 
 

通年 東京、大

阪、ジュ

ネーブ、

ニ ュ ー

ヨ ー ク

等 

20名 ビルマ、パ

レスチナ等

当該市民一

般 

1,272,152 

国際支援

事業 
＜海外人権教育プロジェクト＞ 
ビルマの人権活動家の保護、人権

活動家養成のロースクール支援

等。 
その他アジア諸国の市民社会の要

請に応じて、人権教育、各種会合

参加等の活動を行った。 

通年 東京・名

古屋・神

戸・タイ

等 

25名 ビルマ等国

民一般 
1,719,502 

人権の促

進保護の

ための調

査・研究提

言・普及事

業 

＜人権政策提言プロジェクト＞ 
人権条約の個人通報制度の導入を

中心に、日本の人権状況改善のた

めの政策提言・ロビー活動を展開、

シンポジウムも開催した。日本が

外交政策・援助政策全般において

人権を主流化するために、政策提

言・ロビー活動・協議等の活動を

行った。 

通年 東京等 5名 不特定多数

および日本

の納税者一

般 

128,000 

人権の促

進保護の

ための調

査・研究提

言・普及事

業 

＜国連・国際人権基準の調査研究

プロジェクト＞ 
国連人権理事会の傍聴、運営の調

査を行うとともに、国連人権メカ

ニズムに関する研究を行った。 
国連の人権に関する取組をウェブ

サイトで紹介した。国際人権基準

を研究し、国際人権の先例の要旨

をウェブサイトで公表した。 
国連が出版した国連人権メカニズ

ムに関する書籍の翻訳をしてい

る。 
 

通年 東京、ジ

ュ ネ ー

ブ等 

8名 不特定多数

および日本

の納税者一

般 

180,881 



人権の促

進保護の

ための調

査・研究提

言・普及事

業 

＜国内情報提供プロジェクト＞ 
ウェブサイト上で、他のプロジェ

クトに関連した情報提供および、

主としてアジア地域の重大人権侵

害の情報提供、国際基準について

の情報提供を行った。また、シン

ポジウム等の開催、出版などを通

じた啓発活動を行った。 

通年 東京等 50名 不特定多数 20,000 
 

(2)	
 その他の事業 
事業名 事業内容 実施日

時 
実 施 場

所 
従 事 者

の人数 
受益対象者

の範囲及び

人数 

支出額 
（円） 
 

書籍販売 当団体が編集した書籍「人権で

世界を変える 30の方法」を販売
した。 

通年 事 務 所

お よ び

不 特 定

多 数 の

イ ベ ン

ト会場 

20名 不特定多数 20,700 
 

グッズ・会

報販売 
当団体が企画制作したグッズと 
年４回発行する会報を販売し

た。 

通年 事 務 所

お よ び

不 特 定

多 数 の

イ ベ ン

ト会場 

20名 不特定多数 748,000 
 
 

 

 


